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GAP 認証を考える
～価値の共有化を目指して～

研究員　佐々木志保

要　旨

１．�　東京オリンピック・パラリンピックが2020年に開催となる。大会期間中の選手や観客らへの食

事の提供は、日本食や産地のPRにつながる。また、イメージ向上やブランド力強化などに貢献し

得る。選手村などで用いられる食材には調達基準が設けられ、国際水準のG
ギャップ

AP導入がその条件と

なった。政府主導のもとGAPの実施やGAP認証取得が進められている。

２．�　GAP（Good Agricultural Practice）は「良い農業の実践」を意味する。一般的には「農業生産工

程管理」と訳され、農業生産現場における継続した改善活動として取り組まれており、食品安全、

労働安全、環境保全の三本柱（さらに、人権保護、農場経営管理が加えられることもある）で構成

される。

３．�　GAPへの取り組み方法は、実施（GAPに取り組む）と認証（GAP認証を取得する）の2通りある。

GAPに取り組むメリットは、農業経営の改善や品質向上、資材管理などの適正化、農作業事故の

減少、生産・販売計画立案をしやすくなることなどが挙げられる。

４．�　GAP認証には、「G
グ ロ ー バ ル ギ ャ ッ プ

LOBALG.A.P.認証」や「J
ジェイギャップ

G A P ／ A
アジ ア ギ ャ ッ プ

SIAGAP認証」など様々な種類があり、

徳島県では「とくしま安
アンアン

²GAP農産物」認証制度がある。世界で最も普及しているGLOBALG.

A.P.認証の県内生産者の取得数は４経営体で、そのうち武澤農園では、「オリパラに納品したい」

という動機から、白ナスの「G
ゴ ッ ツ ォ

OTTSO美
ビ

～
〜

®ナ
ナ

ス
ス

」で認証を取得している。

５．�　GAPを推進するうえでの課題として、指導員の充実やGAPそのものの認知度向上などが考えら

れる。特に、現場の生産者や流通市場、一般消費者まで、広く認知度を向上させることが急務で

あり、価値の共有化を図ることが求められる。

はじめに

　東京オリンピック・パラリンピック（以下、オ
リパラ）が開催する 2020 年まで 2年を切り、大
会スケジュールなど様々なことが決定しつつあ
る。また、東京都オリンピック・パラリンピック
準備局は、開催に伴う経済波及効果を招致が決
定した 2013 年から大会 10 年後の 2030 年まで、
東京都で約20兆円、全国で約32兆円と試算して

いる。4年に一度のスポーツの祭典でもあり、国
内はもとより世界からも関心を集めている。会
期中は、世界中から選手をはじめ、コーチ、ス
タッフ、さらには観客などが訪れる。東京を中
心とした関東地方ではない他地域に目を向ける
と、事前キャンプ地として名乗りを上げる地域
も多い。開催の恩恵を受けるべくPR合戦になっ
ている側面もあり、非常に注目度の高い大会で
あることは間違いない。オリンピックに伴う恩
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恵は、裾野広く様々な業界にもたらされると考
えられるが、農業従事者にとっても例外ではな
い。東京オリンピック・パラリンピック競技大
会組織委員会によると、選手や観客（チケット保
有者）などの関係者の人数は想定で1,000万人を
超える。それらの人々への食事の提供は、日本
食や産地の PRにつながるとともに、イメージ
向上、ブランド力強化などへの期待ができる。
　オリパラの選手村などで用いられる食材につ
いては調達基準が設けられ、国際水準のG

ギャップ

AP導
入が調達条件となった。政府主導のもとGAP認
証が進みつつあるものの、一般消費者までGAP
の認知が広まっていないことが課題の一つだと
考える。本稿では、GAPについてまとめた後、
本県の取り組みや GAP推進の意義、今後の展
望について考察する。
　

１．GAPとは

（１）GAPの考え方
　GAP（Good Agricultural Practice）は「良い農
業の実践」を意味し、一般的には「農業生産工程
管理」と訳される。国連食糧農業機関（FAO）は
「GAP とは、農業生産の環境的、経済的及び社
会的な持続性に向けた取り組みであり、結果と
して安全で品質の良い食用及び非食用の農産
物をもたらすものである。」と定義している。ま
た、農林水産省は「農業生産工程管理（GAP）の
共通基盤に関するガイドライン」において「農
業生産工程管理とは、農業生産活動を行う上で
必要な関係法令等の内容に則して定められる
点検項目に沿って、農業生産活動の各工程の正
確な実施、記録、点検及び評価を行うことによ
る持続的な改善活動のこと。」と示している。
　GAPは、農業生産現場における継続した改善
活動として取り組まれ、食品安全、労働安全、環
境保全の三本柱（さらに、人権保護、農場経営管
理が加えられることもある）で構成される。三
本柱それぞれに確認すべき項目があり、PDCA
サイクル※１を継続することで、結果的に農産物

の品質向上や競争力の強化、経営の効率化など
につながっていくと期待されている。

（２）GAPの実施と認証
　GAPへの取り組み方法は、実施（GAPに取り
組む）と認証（GAP認証を取得する）の 2通りあ
る。
　実施とは、農業者がGAP（活動または取り組
み）を自ら実施することを指す。この場合、認証
取得の有無は関係しない。一方、認証は、GAP
の取り組みを客観的に第三者に評価してもらう
ことを指す。つまり GAP認証とは、第三者機
関の審査により GAPが正しく実施されている
と客観的に確認されたことの証明である。
　GAPをするメリットとして、農業経営の改善
や品質向上、資材管理の適正化、農作業事故の
減少、生産・販売計画立案をしやすくなること
などが挙げられる。さらに、認証を取得した場
合のメリットとして、第三者の認証により「見
える化」が実現し、取引上選択されやすくなっ
たり、消費者の安心感につながったりすること
が考えられる。つまり GAP認証を取得するこ
とは、農産物の価格や機能、デザインといった
「見える価値」に加え、食品安全や労働安全、環
境保全などの「見えない価値」を担保することに
つながる。先に触れたように、オリパラの食材
調達基準では、GAP認証の取得が求められてい
る。GAPを考えるうえで、実施することが第一
歩ではあるが、オリパラのように GAP認証の
取得が取引の条件である場合などは、実施から
一歩進んで認証を目指す必要が出てこよう。

（3）GAPの種類
①GLOBALG.A.P.（グローバルギャップ）
　GAP認証は、1990年代にヨーロッパで生まれ
た。当時のヨーロッパ各国では、食品安全のため

※ 1　�PLAN（計画）→DO（実行）→CHECK（評価）
→ ACTION（改善）の四段階を繰り返すことに
より、業務を継続的に改善する手法。
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のガイドラインや実施プログラムが開発されて
いた。しかし、経済取引が自由な環境下にある
ＥＵ内では、国によって異なる生産基準や表示
制度は品質管理上の大きな障害となる。生産者に
とっても出荷先によって基準が異なると、それぞ
れに対して対応策を講じる必要があり、非常に作
業負担が大きい。そこで、各スーパーマーケット
は、お互い異なるルールを見直し、安全性の確保
について共通のルールを作り標準化し、生産国に
左右されない生産工程の管理のあり方を共有化
することにした。その取り組みが要求レベルを満
たしているかを客観的に評価し得る第三者機関
ができ、GLOBALG.A.P. 認証※ 2 が誕生した。
　GLOBALG.A.P. の認証数は年々増加しており、
2018 年 6月末時点で 19万件を超えている（図表
1）。地域別構成割合（2015年12月末）は、ヨーロッ
パが 65％を占める。日本を含むアジアを見てみ
ると、10％にも満たず、他地域に後れを取ってい
る（図表2）。2014年6月末時点の構成割合でアジ
アは、ヨーロッパ（70.0％）、南アメリカ（11.6％）
に次ぐ 3番手（9.2％）であったが、2015年 12月末
時点では、アフリカが 6.3％→ 11.2％（＋ 4.9 ポイ
ント）で 3番手に浮上したため、アジアは 4位へ
後退した。
　日本におけるGLOBALG.A.P.の認証件数も、世
界の傾向と同様、右肩上がりで増加しているもの
の、2018年 6月末時点で632経営体にとどまって
いる（図表 3）。このうち、県内では 4経営体（イ
オン農場を含む）が取得している。

② JGAP（ジェイギャップ）／ASIAGAP（ア
　ジアギャップ）
　JGAP（旧JGAP Basic）とASIAGAP（旧JGAP 
Advance）は、日本 GAP 協会が策定した日本
発の GAP認証である。2006 年に設立した日本

GAP協会は、日本の業界標準のGAPを構築す
ること、世界に通用する日本の本格的なGAPを
創り普及することを目的としている。
　JGAPの認証農場数は、2015 年から 2016 年に
かけて大幅に増加して以降、増勢は鈍化してい
るものの上昇基調にあり、2018 年 3 月末時点で
4,213 農場となっている（図表 4）。都道府県別の
認証農場数では、静岡県 1,813 農場（うち JGAP 
1,064・ASIAGAP 749）が突出しており、鹿児島
県 644 農場（うち同 376・同 268）、愛媛県 234 農
場（うち同 233・同 1）と続く（図表 5）。県内では
2農場（うち同 1・同 1）となっており、全国的に
見ても低い水準である。静岡、鹿児島の上位 2
県では、お茶の生産者による認証取得が進んで
おり、県全体の認証数を押し上げる要因となっ
ている。

※ 2　�当時は EUREPGAPとして誕生したが、国際的
な汎用性と調和を目指しGLOBALG.A.P.に名
称変更。現在、世界 120 カ国以上に普及し、事
実上の国際基準となっている。

図表 1　世界における認証生産者の総数

資料：GAP普及推進機構 /GLOBALG.A.P. 協議会HP
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③農業生産工程管理（GAP）の共通基盤に関す
　るガイドライン
　食料・農業・農村基本法等では、日本が推進
すべき農業及び関連産業のあり方を定めた基本
理念が掲げられている。農林水産省は、これら
の基本理念の実現のため、農業生産活動を行う
上で必要な関係法令等の内容に則して定められ
る点検項目に沿い、農業生産活動の各工程の正
確な実施、記録、点検及び評価による持続的な
改善活動である GAPの取り組みを奨励してい
る。現状では、国内に様々なGAPが存在してお
り、取り組み内容の共通基盤を整理することが
必要である。また、科学的知見や消費者・実需
者のニーズを踏まえた取り組みへの対応も十分
に進んでいない実態から、食品安全に加え、環
境保全や労働安全のように幅広い分野を対象と
する、高度な取り組み内容を含む GAPの共通
基盤として、農林水産省が「農業生産工程管理
（GAP）の共通基盤に関するガイドライン」を策
定している。
　本ガイドラインでは、農薬や肥料の使用、土
壌の管理、危険な作業の把握など、食品安全、
環境保全及び労働安全に関する工程管理の内容
と、工程管理の手法（PDCAサイクル）の実践に
おいて、特に奨励すべき事項を提示している。

図表 5　都道府県別 JGAP/ASIAGAP 認証農場数

※ 2018 年 3 月末時点。
資料：日本GAP協会HPをもとに筆者作成
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図表 3　日本における認証生産者の総数

※ 2018 年以外は各年 12 月時点。
※認証経営体数は、調査時点で有効な「個別認証の経営体」と「グルー
　プ認証に参加する経営体」の合計値。
資料：GAP普及推進機構 /GLOBALG.A.P. 協議会HP

図表 4　JGAP/ASIAGAP 認証農場数推移

※各年 3月末時点。
※ 2018 年は家畜・畜産物（26 農場）を含む。
資料：日本GAP協会HPをもとに筆者作成
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また、地域の実情に応じた新たな内容の付加や、
産地内での役割分担などのガイドラインの活用
方法等も併せて提示している。

④都道府県版のGAP
　各都道府県がそれぞれの実情に応じて独自に
策定した GAPで、一部では認証制度を有して
いるものもある。
　先述の通り、農林水産省では、「農業生産工程
管理（GAP）の共通基盤に関するガイドライン」
を策定し、ガイドラインに準拠した GAPの普
及を推進しており、都道府県などが策定してい
る GAPについて、ガイドラインへの準拠状況
を個別に確認している。準拠確認がとれたGAP
及び対象品目については、農林水産省のホーム

ページで確認ができる（図表 6）。準拠している
対象品目については、GAP ごとに異なってい
る。徳島県の「とくしま安

アンアン

²GAP 農産物認証制
度」は 2016 年 12 月に準拠が確認されている（準
拠対象品目は、野菜、果樹、米、麦、茶の 5品
目）。これは、群馬県、島根県、長崎県に次ぐ 4
番目の掲載で、全国的にも早い段階から国の求
めるレベルの GAP制度が整備されていたこと
が分かる。

　①～④で示したGAPや GAP認証のほか、カ
ナダやメキシコ、中国、韓国など、世界各国・地
域において、各国の事情や条件を踏まえたGAP
が存在している。

運営主体 GAP名称 準拠している対象品目 準拠確認
掲載年月日

青森県 青森県GAP規範 野菜、果樹、米、麦 2017.7.26
岩手県 岩手県版農業生産工程管理（岩手県版GAP） 野菜、果樹、米、麦、その他作物（食用） 2017.4.1
宮城県 宮城県GAP 野菜、米 2018.4.2
秋田県 秋田県版農業生産工程管理 野菜、果樹、米、きのこ 2017.12.27
山形県 山形県版GAP第三者認証 野菜、果樹、米 2018.6.5
福島県 福島県GAP 野菜、果樹、米、麦、その他作物（食用）、きのこ 2017.7.3
茨城県 茨城県GAP規範 野菜、果樹、米、麦 2017.9.6
栃木県 栃木県GAP規範 野菜、果樹、米、麦、その他作物（食用） 2017.4.1
群馬県 群馬県GAP 野菜、果樹、米、麦 2016.11.1
埼玉県 埼玉スマートGAP 野菜、果樹、米、麦、茶 2017.3.14
千葉県 ちばGAP 野菜、果樹、米、その他作物（食用） 2017.7.31
東京都 東京都GAP 野菜、果樹 2018.3.7
神奈川県 神奈川県GAP 野菜、果樹、米、茶 2018.8.20
山梨県 やまなしGAP 野菜、果樹、米 2017.4.1
長野県 長野県GAP 野菜、果樹、米、麦、その他作物（非食用）、きのこ 2017.12.13
静岡県 しずおか農林水産物認証制度 野菜、果樹、米、茶、きのこ 2017.7.14
富山県 とやまGAP 野菜、果樹、米、麦、その他作物（食用、非食用）、飼料作物 2018.3.15
石川県 いしかわGAP 野菜、果樹、米、麦、その他作物（食用）、きのこ 2018.3.30
福井県 福井県GAP 野菜、果樹、米、麦、その他作物（食用） 2018.2.19
岐阜県 岐阜県GAP 野菜、果樹、米、麦、茶、その他作物（食用） 2017.10.27
愛知県 愛知県GAP 野菜、果樹、米、麦、茶、その他作物（食用） 2017.9.25
三重県 三重ガイドラインGAP 野菜、果樹、米、麦、茶、その他作物（食用） 2017.11.2
滋賀県 滋賀県版GAP 野菜、果樹、米、麦、茶、その他作物（食用） 2017.5.12

宇治茶 GAP推進協議会 宇治茶GAP 茶 2018.3.28
和歌山県 和歌山県版GAP 野菜、果樹、米、茶、その他作物（非食用） 2017.6.15
島根県 安全で美味しい島根の県産品認証制度 野菜、果樹、米、麦、茶、その他作物（食用） 2016.11.1

岡山県 あるべき農業生産の実践
（岡山県GAP導入指針） 野菜、果樹、米、麦、その他作物（食用） 2017.6.21

広島県 広島県GAP実践の手引 野菜、果樹、米 2017.11.15
徳島県 とくしま安 2GAP農産物認証制度 野菜、果樹、米、麦、茶  2016.12.20
香川県 香川県GAP 米、麦、野菜、果樹 2018.6.20
愛媛県 愛媛県GAP認証制度（えひめGAP） 米、野菜・果樹、茶 2017.12.12

高知県 高知県版GAP
こうち環境・安全・安心点検システム 野菜、果樹、米、茶 2017.4.1

福岡県 福岡県GAP 野菜、果樹、米、麦、茶、その他作物（食用、非食用） 2018.3.9
佐賀県 佐賀県版GAP 野菜、果樹、米、麦、茶、その他作物（食用、非食用）、飼料作物 2017.9.19
長崎県 長崎県版GAP 野菜、果樹、米、麦、茶、その他作物（食用） 2016.11.1
熊本県 くまもと県版GAP 野菜、果樹、米、麦、茶、その他作物（食用）、きのこ 2017.8.8
宮崎県 ひなたGAP 野菜、果樹、米、茶、きのこ、その他作物（非食用） 2017.8.30
鹿児島県 かごしまの農林水産物認証制度（K-GAP） 野菜、果樹、米、茶、その他作物（食用）、きのこ 2017.5.9

図表 6　都道府県版の GAP

※上記の他の都道府県版のGAPは、一部を除き完全準拠に向けて移行もしくは整備中。
※ 2018 年 8 月末時点。
資料：農林水産省HP
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（４）国の方針 /国内の動向
　冒頭で述べたように、オリパラの食材調達基
準の要件が設けられた。図表 7・8 に示した通
り、要件を満たすためには GAP認証が必要と
なる。
　農林水産省は、GAP の実施について、オリ
パラまでの KPI（重要業績評価指標）として
「2018 年度中に、各県内の GAP 指導体制にお
ける指導員数を全国で1,000人以上育成確保」を
掲げている。そして、2021 年から 2030 年まで
に、「国際水準に達する取り組みが浸透」するこ
とを目標としており、ほぼ全ての国内の産地で
国際水準の GAPの実施を目指している。GAP
認証の取得については、オリパラまでの KPI
を「2019 年度末までに現状の 3倍以上の認証取
得」、「日本発GAP認証の仕組みが国際認証を得
る（GLOBALG.A.P. と同等の扱い）」とし、2021
年から 2030 年までには、日本発GAP認証がア
ジアで主流となることを目標に掲げる。
　国の施策として GAPを推進していくことが
示されており、2018 年 6 月 15 日に閣議決定し
た「経済財政運営と改革の基本方針 2018（骨太
方針）」や「未来投資戦略 2018」でも GAPの戦略
的な推進に言及している。また、2018 年度予算
には「GAP拡大の推進」の項目があり、6億 1,400
万円が計上されている。本予算は、事業実施主
体となる都道府県や民間団体などに交付・補助
され、国際水準 GAPの取り組み及び認証取得
の拡大を図っていくために必要な取り組みを総
合的に支援し、推進を後押しする。オリパラを

契機に、2020 年以降も、中長期的に GAP推進
の動きは加速するものと思われる。

２．県内の動向

（１）行政のかかわり
①「とくしま安 ²GAP農産物」認証制度
　本制度（以下、安 ²GAP）は、消費者が安全・安
心な県産農産物を購入できるよう、県が農産物の
生産・品質管理体制（農場）を検査し、認定する制
度である。先に述べたように、国のガイドライン
に準拠し策定されている。概要は、次の通りであ
る。

◯具体的な取り組み事項の内容を定めた「適正
　管理規準」は、野菜・果樹・水稲・麦・茶・き
　のこ（菌床、原木）の 6作物。
◯取り組み事項（管理点）は重要度により、「必須：
　法令遵守等の観点から、欠かすことのできな
　い管理点」、「重要：GAP実践のため、重要な
　管理点」、「推奨：より高いレベルのGAP実践
　のため、取り組みが望まれる管理点」に分類。
◯認定は、基本と優秀の 2段階。基本認定は「必
　須」、優秀認定は「必須」及び「重要」の管理点を
　満たす必要あり。
◯認定者を対象に、化学農薬と化学肥料を 5割
　以上削減して生産した「特別栽培農産物」につ
　いても併せて認定。

　認定を申請できるのは、県内に在住している

要件 推奨される事項

①食材の安全を確保
（①〜③を）するため、農産物の
生産に当たり、日本の関係法令
等に照らして適切な措置が講じ
られていること。

・有機農業により生産された農産物

②周辺環境や生態系と調和のとれた農業生産
　活動を確保 ・障がい者が主体的に携わって生産された農産物

③作業者の労働安全を確保 ・世界農業遺産や日本農業遺産など国際機関や各国政府により
　認定された伝統的な農業を営む地域で生産された農産物

⬇
＜要件①～③を満たすもの＞

ア　ASIAGAP、GLOBALG.A.P.、組織委員会が認める認証スキーム（JGAP）

イ　「農業生産工程管理（GAP）の共通基盤に関するガイドライン」に準拠した　
　　GAP　かつ　都道府県等公的機関による第三者の確認

図表 7　《農産物》持続可能性に配慮した農産物の調達基準（概要）

資料：東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会
　　　「持続可能性に配慮した食材（農産物・畜産物・水産物）の
　　　調達準備について」をもとに筆者作成
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生産者（組織）で、県内の圃場等で 1品目 1作あ
たり 1アール以上生産していることが要件とな
る。また、取得後は1年に一度の認定更新を行う
必要がある（GLOBALG.A.P.は 1年ごと、JGAP/
ASIAGAPは 2年ごとの更新が必要）。
　図表 9で基本認定と優秀認定の管理点を示し
た。優秀認定では、基本認定の 2倍以上の項目
に取り組む必要があり、同一のGAPでもハード
ルは異なる。そのため県では、まず基本認定を
推進し、GAP実施への心理的ハードルが下がっ
た生産者に対して優秀認定へとステップアップ
を促している。また、GLOBALG.A.P. や JGAP/
ASIAGAPでは審査費用が 10 ～ 55 万円程度か
かるのに対し、安 ²GAPは審査費用を県が負担
しており、実質無料（農薬残留分析費など一部自
己負担あり）で受けられ、これは比較的取り組み
やすい要因となっている。
　安 ²GAPは、図表 7のオリパラ食材調達基準
の要件①～③を満たす、イに当てはまる。もっ
とも、該当するのは安 ²GAPのうち、優秀認定
に限られる。県によると、2018 年 6 月末時点で
938 経営体が認定を受けており、うち優秀認定
は 42 経営体となっている。

②推進体制
　上述の安 ²GAPといった施策などは、県農林
水産部もうかるブランド推進課の安全安心農業
担当者が窓口となっている。担当者によると、
GAP認証を取得する県内生産者は、若手や新規
就農者に多い傾向があるという。GAP は、実
践していくことが重要であるとしたうえで、生
産者が自発的に取り組めるよう支援に力を入れ
る。県の総合計画である「新未来『創造』とくしま
行動計画」（2018 年度版）では、主要指標の一つ
にGAPの項目があり、認定件数や新規でGAP
に取り組む青年農業者数について数値目標を立
てている。また、「進化する とくしまブランド
戦略」（2018 年 3 月）では、より詳しい方針が示
されている。
　具体的な支援策として、生産者の負担軽減に
貢献すべく、「とくしま GAPアプリ」の開発を
行い、2018 年 3 月より稼働している。アプリの
使用料は基本無料で、作付から出荷まで一元的
に作業記録ができることに加え、農薬の散布回
数に関するアラート機能や、次年度の栽培計画
立案に役立つ損益管理機能などを有する。アプ
リ利用者を増やすため、2017 年度に説明会を 2
回開催している。利用者拡大を今後の課題とし、

図表 8　各 GAP の構成・特徴

資料：農林水産省「GAP（農業生産工程管理）をめぐる情勢」
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2018年度も同程度の開催を予定している。アプ
リを利用することで、認定取得に必要な申請書
類として活用できるため、農作業管理の省力化
につながるものであり、メリットは大きい。引
き続き、積極的な推進が求められる。
　県もうかるブランド推進課が施策窓口だとす
れば、現場での生産者の窓口とも言えるのが、
GAP指導員である。県の職員の中には、JGAP
指導員の資格保有者が 30 人（2018 年 7 月末現
在）おり、GAP導入を促すとともに、その指導
や相談にあたっている。県立農林水産総合技術
支援センターのGAP指導員は、GAP認証の取
得は将来への投資であると位置づける。実際に
GAPに取り組んだ生産者からは、GAPの考え
方に共感した、経営改善につながったと実感し
た、との声が寄せられることもあるという。
　一方で、導入する際には苦労や障壁が存在
する。例えば、「○○○をしなければならない」
というルールがあるとする。この際の◯◯◯と
は、具体的に何を指すのかについて、必ずしも
テキスト通りに実践すれば良いというものでは
なく、ケースごと、経営体ごとに答えは異なっ
てくる。その都度、状況に合わせた指導をする
苦労や難しさがあるうえ、審査員※3 による審査
の結果、不適合と指摘された部分の修正方法に

ついても経営体に委ねられており、さらに難易
度が上がる要因となっている。
　さらに、導入するにあたって、心理的にも金
銭的にも負荷がかかると指摘する。今までうや
むやになっていた部分を明らかにすることがス
トレスになったり、作業記録など GAPに取り
組むうえで必要となる工程がルーチン化するま
で手間が増えたりと、一歩目を踏み出すまでの
ハードルが高い。指導員は、ベテラン生産者に
対して、業務の見直し要求や、できていないと
ころを指摘することが最大の障壁だと捉えてい
る。これは、指摘する側（指導員）とされる側（生
産者）双方にとって心理的負担となり、良好な
関係構築の阻害要因となり得る。このような障
壁を一つひとつ乗り越えていくことが、GAP推
進の鍵を握っている。各生産者には、個人で取
り組むのではなく、団体や産地間で推進してい
くなど、少しでもモチベーションが上がるよう
な工夫が求められる。一方、指導員には、生産
者との関係構築や専門知識の活用のほか、指導
員同士の連携（情報交換や支援・フォロー体制な
ど）が今後ますます必要となると予想される。

（２）県内GLOBALG.A.P. 認証取得者―武澤農園―
　阿波市を中心に農業を営む武澤農園では、白
ナスの「G

ゴ ッ ツ ォ

OTTSO 美
ビ

～
〜

®ナ
ナ

ス
ス

 （以下、美～ナ
ス）」で GLOBALG.A.P. 認証を取得している。
「オリパラに美～ナスを納品したい」という動
機から、実現に最も近道となるのは GLOBAL 
G.A.P. 認証取得であると考え、2016 年 12 月に
取得した。2018年 8月には更新申請を行ってい
る。

①GOTTSO阿波（ゴッツォアワ）
　「野菜の力で阿波市を元気に！有名に！」を目
標にした、阿波市の若手農業者が中心となって
組織されたグループが「GOTTSO阿波」※4 であ
る。目標を実現するためにはブランド品目が必
要だと考え、（ⅰ）もともと夏秋ナスが有名、（ⅱ）
子どもたちのナス嫌いをなくす、という 2点か

資料：徳島県農林水産部『「とくしま安 ²GAP農産物」認証制度について』

「とくしま安 ²GAP農産物」認定マーク
（優秀認定＋特別栽培）

管理点（取り組み事項） 食品安全 環境保全 労働安全 品質管理等 合計

基本認定（必須） 12 4 7 15 38

優秀認定（必須＋重要） 32 18 17 19 86

図表 9　とくしま安 ²GAP 農産物認証制度の分野別管理点数《野菜》

※ 3　�県内には、JGAP の審査員資格を有する者はい
ない。

※ 4　�GOTTSO とは、「ごちそう」の阿波弁である
「ごっつぉう」を変化させたもの。
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ら、美～ナスの生産が始まった。今では阿波市
特産認証制度やとくしま特選ブランドに登録さ
れており、次のステップとしてオリパラへの納
品を目指している。未来を担う子どもたちが、地
元を誇りに思える一つの手段として、オリパラへ
美～ナスを納品するという位置づけである。
　武澤農園では、グループの代表（当時）として、
グループで先陣を切ってGAPに取り組み、先述
の通り、GLOBALG.A.P. 認証を取得している。
他メンバーも安 ²GAP優秀認証を取得または取
得に向けて取り組んでいる。

②GLOBALG.A.P. 認証の取得に関して
　武澤農園の武澤豪氏は、GLOBALG.A.P. 認証
取得に対して、特筆すべき苦労はなかったと振
り返る。武澤氏いわく「当たり前のことをするだ
け」。「やろう」と決めてから半年で取得まで漕ぎ
着けたそうだ。関東に事務所を置く GAP総合
研究所（当時はアジア GAP総合研究所）に指導
を依頼するなど、初期費用は 100 万円を超えた
が、海外輸出を考えるうえでGLOBALG.A.P. 認

証は必要であると指摘する。一方で、当時から
続く悩みの一つが、このところのオーガニック
人気であるという。GLOBALG.A.P. では有機物
の追肥※5 が認められていない。武澤農園では
GLOBALG.A.P.認証取得前には有機物を使用し
ていたものの、取得後に使用できなくなる（美～
ナスに限る）といった不一致が発生したのも事
実である。各 GAPの性質や内容を理解したう
えで、自分たちにとって最適な GAPに取り組
むことが肝要である。また、GAP認証を取得す
ることのメリットがより明確に提示され、周知
される必要があろう。

③代替わりの一つの手段としてのGAP認証
　武澤氏は、GAPに取り組み、認証を取得する
メリットの一つについて、「代替わりをするチャ
ンス」と表す。先代から引き継ぐ際などの作業の
見直しや効率化の実現には、GAPは大変効果的
である。また、従業員や同業者に対しても、代
替わりしたことを印象づけることができ、引継
ぎが円滑に進むことが考えられる。その他の良
かった点として、視察の増加が挙げられた。武
澤農園を実際に訪れる人が増えれば、GOTTSO
阿波や美～ナスの PRの場にもなる。産地間の
競争力を上げるためには、有効であろう。
　武澤氏は、オリパラまでの期間は GAP認証
取得の動きは続き、増加していくと考える。つ
まり、オリパラ後にどうなるかが鍵となる。オ
リパラという大きな目標が達成した後でも、取
得の勢いは継続するのか、それとも下火になる
のか、生産者のみならず、流通市場や生産物を
購入する消費者にもかかっている。

３．今後の課題 /普及に向けて

①指導員の充実
　農林水産省が行っている「都道府県別指導体

※ 5　�作物の生育期間中に施す肥料のこと。

GOTTSO 美～ ®ナス

GOTTSO 阿波のメンバー
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制状況（2018 年 3 月 31 日現在）」調査によると、
GAP について高い水準で指導ができると推定
される指導員数は、三重県が 118 人と抜きん出
ており、次いで福島県が 91 人となっている。徳
島県は 6人と、2桁に満たない（図表 10）。先述
の通り、JGAP指導員は県の職員だけでも 30 人
はいるものの、指導の実践経験に乏しい現状が
うかがえる。指導員の人員確保のほか、レベル
アップの必要が浮き彫りとなっている。一方で、
伸びしろは十分にあることから、生産者との連
携を強化し、今まで以上に積極的に推進してい
くことが求められる。

②認知度向上のために求められること
　県の担当者やGAP指導員、生産者が口をそろ
えて言うことは、消費者の認知や市場（取引先）
ニーズの低さである。GAP認証を取得したから
といって、価格上昇に結び付くわけではないう
え、取引先も今までの取引経緯から、「産地との
信頼関係があり、GAP取得を強く求めるもので
はない」との見解であるそうだ。取引先の仕入条
件に GAP認証の取得が挙げられれば、それに

従う生産者も多いと想像できる。
　それでは、取引先が仕入条件にするためには、
何が必要だろうか。理由の一つとして考えられ
るのが、消費者からの要望である。「GAP認証
のマークが記された生産物を購入したい」とい
うニーズの高まりが市場を動かす要因となり得
る（図表 11）。しかし残念ながら、現状では認知
度は極めて低いと言わざるを得ない。武澤氏い
わく、GLOBALG.A.P. 認証取得したことについ
て、多くの生産者の反応は「何それ」というもの
だったそうだ。
　農林水産省が2018年 3月に公表した「平成29
年度 GAPの取組・認証農畜産物に対する消費
者の意識・意識調査結果」※6 によると、GAPの
認知度は「知らなかった」が 72.7％、「名前を聞い
たことはあるが、内容までは知らなかった」が
22.0％、そして「知っていた」はわずか 5.4％にと
どまった。また、農業者が GAPに取り組む必
要性を問うた回答は、「取り組む必要はない」が
7.6％、「取組が可能な農業者は取り組む必要が
ある」が 62.5％、「すべての農業者が取り組む必
要がある」が 30.0％にのぼった。この調査から、
GAPの認知度は極めて低い一方で、GAPに取り
組むことを求める消費者は 9割を超えることが
明らかになった。現場の生産者や流通市場、一
般消費者まで、広く認知度を向上させることが
急務である。
　県では、消費者庁誘致の動きも相まって、エ
シカル消費※7 の推進に力を入れてる。GAPに
取り組むことは、持続可能な農業を実現するこ
とであり、エシカル消費につながる。エシカル
消費を切り口に、GAP認証取得の先進県となる
よう、県民一人ひとりの意識を育んでいくこと
が重要である。

※ 6　�国内の20歳以上69歳以下の男女個人を調査対
象に、2018 年 2 月 8 日～ 2 月 12 日までイン
ターネット調査を実施。2,000サンプル（有効回
答）を分析している。

※ 7　�エシカルとは、倫理的という意味。人や社会・
環境に配慮した消費行動のことを指す。

都道府県 指導員数（人）
北海道 6
青森県 25
岩手県 5
宮城県 0
秋田県 10
山形県 2
福島県 91
茨城県 68
栃木県 7
群馬県 0
埼玉県 19
千葉県 8
東京都 13
神奈川県 0
山梨県 1
長野県 0
静岡県 54
新潟県 20
富山県 42
石川県 0
福井県 83
岐阜県 34
愛知県 2
三重県 118

都道府県 指導員数（人）
滋賀県 2
京都府 0
大阪府 0
兵庫県 4
奈良県 2
和歌山県 6
鳥取県 2
島根県 14
岡山県 1
広島県 0
山口県 1
徳島県 6
香川県 11
愛媛県 10
高知県 0
福岡県 26
佐賀県 8
長崎県 21
熊本県 3
大分県 38
宮崎県 7
鹿児島県 5
沖縄県 13
合計 788

図表 10　都道府県別指導体制状況
（2018 年 3 月 31 日現在）

※指導に必要な知識を習得するための研修を受講し、3件以上の指導
実績がある者の数。
資料：農林水産省HP
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③生産者の後方支援を
　野菜の価格は日々変動するうえ、台風など天
候によっては、生産物のクオリティに影響が出
る。それどころか、収穫目前で全てが台無しに
なってしまう可能性さえはらんでいる。そんな
中、生産者は、安全安心な農産物を消費者に届
けようと試行錯誤している。
　消費者はGAPを知り、GAP認証を取得して
いる農産物を購入するよう心掛けることで、生
産者支援につながる。もちろん、手間がかかっ
ている分、他の商品と比べて少し価格が高くと
も、理解を示すことが求められる。無料で安全
安心が手に入ると誤解しないようにしたい。
　流通市場や小売業界などの民間企業は、GAP
認証を求めるほか、適正な価格での仕入れが求
められる。加工品にする際など、日々事故を起
こさないよう、厳重な対策がとられているだろ
う。加工現場だけでなく、その前段階の仕入れ
た農産物で事故が起きないよう取り組む必要は
ないだろうか。仕入費用が上乗せされたとして
もGAP認証品を優先的に仕入れることで、事故
防止の体制強化につながっていくと考える。ま

た、金融機関は、食品事故を起こさない取り組
みをしている生産者や企業に対し、一定の評価
をし、融資の優遇策や専用ファンドを構築する
などの支援方法を、今後視野に入れる必要があ
ろう。地方創生が叫ばれる中、民間企業の役割
も大きくなってきている。
　生産者や行政だけでなく、民間企業や消費者
が一体となって、食の安全安心に向き合ってい
くことが不可欠である。

おわりに

　農業の生産現場では、「当たり前のことを改め
て見直す」ことに価値があり、そのきっかけとし
てGAPに取り組む。安全安心な農産物を出荷し
ていることのお墨付きとして、認証取得を目指
す。農業現場でしばしば問題に挙がる労働環境に
ついても、GAPに取り組むことで透明性を担保
できる。このような好循環が生まれることを目指
し、GAPに取り組む生産者が増えることを期待
したい。
　オリパラを契機に、国を挙げてGAP推進が行
われている。オリパラ後も、継続的に食の安全安
心が実現するよう、国際競争に取り残されないよ
う、また、持続可能な社会づくりに貢献できるよ
う、それらの手段の一つとしてGAPを推進して
いくことが求められる。まずは、GAPの認知を
高め、価値の共有化を図ることができるか否かが
鍵となろう。

　最後に、本稿をまとめるにあたり、取材へのご
協力や多くのアドバイスをいただいた関係者の
方々に、改めて心から感謝申しあげます。

図表 11　GAP 認証取得に向けての好循環

消費者
GAP認証の要請

消費者
GAP認証の要請

生産者
GAP取得増加
生産者

GAP取得増加

流通市場・小売
業界など
仕入条件

流通市場・小売
業界など
仕入条件
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